
大阪中央ダイカスト株式会社

　駅周辺に市役所や大型商業施設が並ぶ、大阪府大東市の中心ともいうべき地区、住道。

　そのJR住道駅から少し離れ、閑静な住宅街を通り過ぎたところに、大阪中央ダイカスト株式会社の本社

屋とダイカスト工場がある。

　カーボンニュートラルにSDGsへの取り組みなど、昨今の製造業にとって環境問題への積極的な取り組み

は、作り出す製品の品質とともに、その企業の価値を物語る大きなファクターであり、これからの企業ブ

ランディングを考える上での重要なポイントであるといっても過言ではない。今後の製造業においては、

エネルギー原単位、CO₂を下げないとモノが売れない時代とさえいわれている。 

　そんな時勢のなか、テクノ経営総合研究所のコンサルタントと共に省エネを基軸のテーマとした企業改

革に取り組み、めざましい成果をあげた同社の事例を紹介する。

成果の「見える化」が生む
 省エネ活動基点の企業改革

　大阪中央ダイカスト株式会社は、昭和29年に松下精

工（現パナソニックエコシステムズ）の専属協力工場

として大阪市城東区で産声をあげた。

　主に扇風機のダイカスト部品の製造で戦後日本の高

度成長を支え、昭和36年に現住所に移転し会社組織と

なったのち、昭和43年にはダイカストで培った技術力

を基にプラスチック事業部を設立、会社として更なる

拡大と成長を遂げてきた。

　その高い品質と技術力で、今では自動車部品をはじ

め照明器具の部品や監視カメラの部品、建築金物関係

など幅広い分野のダイカスト製品・プラスチック製品

を製造し、顧客からの高い信頼を得ている。

　非鉄金属をガスの炎による高温で溶解し、それを金

型に圧入して製品を鋳造するダイカストは、もともと

大きなエネルギーを消費する技術である。生産中は炉

で原料を溶かし続ける必要があるため、電気よりガス

01 省エネ活動に立ちはだかる「大きな壁」

A C T I V I T Y
R E P O R T
活 動 レ ポ ー ト

99



の使用量が多く、生産量の増減に対してエネルギーの

固定費が高いのもダイカストの特徴である。

　そんなダイカスト製品を製造する同社にとって、「省

エネ」への取り組みは今後の事業の発展、持続性、成

長にとって欠くことのできない、それこそが経営課題

の一つにもなり得る大きなテーマである。

　「省エネ法に基づき行政に提出する定期報告書の精度

が悪く、記載ミスによる差し戻しが毎年のように起こり

ました。再提出への対応も非常に困難で、大きな課題だ

と感じていました。精度が低い原因は、定期報告書に関

する知識不足にあることは自覚していたのですが、その

改善にどうアプローチしたらいいのか、わからなかった

のです」

　そう語るのは大阪中央ダイカスト株式会社 常務取

締役 技術部 部長 森 広史氏だ。

　「特に苦慮していたのがエネルギー原単位分母の設定

です。定期報告書作成時の課題という部分も大きいです

が、省エネに取り組む以上、その成果を指標するのに役

に立つ、当社の事業の実情に合った正しい設定にしたい

という考えもありました」

　と同氏。　

　現状を打開するため何度もセミナーに足を運び、講

師への質問も積極的に行った。また自力での勉強を重

ねた。

　しかし、エネルギー消費について生産量に追従しな

い高い固定費がかかるダイカストの製造工場という特

徴もあいまって、なかなか工場の現状にマッチするエ

ネルギー原単位分母の設定への理解は進まなかった。

　そんなとき、FAXで案内が来ていたテクノ経営総

合研究所のセミナー情報が目に留まり、セミナー受講

を経て、テクノ経営のコンサルタントに「エネルギー

原単位適正化」の診断を依頼した。

　実際に現場で活動を牽引する一人である同社 技術

部 係員 包清 秀泰氏にとって、

「なにか少しでも『刺さる』ものが

あればいい」という気持ちでの

セミナー受講と、その後のコン

サルタントによる現状の診断

だった。そこには、せめて現状

を打破するきっかけだけでもつ

かめればという思いがあった。

　テクノ経営総合研究所 西山

コンサルタントの診断結果と指摘を受け、原単位分母

の設定のみならず、自社の「省エネ活動」全体の問題

点が明るみになった。それまで、いまいち盛り上がり

に欠け、停滞していた全社を対象とした省エネ活動に、

少し光明がさしはじめたような気がしたという。

　「まず原単位分母設定の問題ですが『こういう設定にし

なさい』という進言ではなく、なぜその設定が当社に

とって適切なのか明確な具体性を持って説明していただ

いたことで、非常によく理解ができました」

　と、包清氏。

　「やはり具体的な数字や根拠を見せてもらえると自分

の中で納得がいきます。それが強い印象となって頭に

入ってきました」

　と同氏は続ける。

　喫緊の課題として定期報告書の提出期限が迫ってお

り、まずは定期報告書の作成と提出についてコンサル

ティングを受けた。

　その指導方法がわかりやすく、納得いくものだった

ので、範囲を省エネ活動全般に広げ、コンサルタント

の指導を仰ぐことに決めた。

　これを受けて、コンサルタントを導入しての「省エ

ネ」企業改革は本格的なスタートを切った。いわばこ

こからが、同社にとっての省エネ活動「元年」である。

オイルコントロールバルブ関係 サーボアンプ関係 ウォーターポンプ関係

常務取締役
技術部 部長
森 広史 氏
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03 当惑する現場 全員参加への「心の障壁」

　省エネへの取り組みは、もちろん定期報告書の適正

な作成・提出だけではない。省エネ法では、エネル

ギー原単位において前年比１％削減が求められている。

　この数字を達成するためには、消費エネルギー、

CO₂を下げる実践的な取り組みを全社を挙げて行って

いく必要がある。

　省エネ法では、事業者はその削減率によってクラス

分けで評価され、評価B以下の企業は現地立ち入り調

査の対象となる。企業価値、ブランディングの面にお

いても非常にシビアな課題である。

　「改善活動を本格化していくにあたって苦労したのは、

改善活動の中心にいる私たちより、現場スタッフの一人

ひとりかもしれません」

　と、包清氏は語る。

　現場でモノづくりに従事するスタッフは、今まで同

じやり方で長く業務を行ってきた。長年培ってきたそ

のやり方、ノウハウで製品の品質を守ってきたという

自負もあるだろう。そこに「省エネ活動」という観点

から、業務の改善を促したとき、どう自分たちの動き

を変えたらいいのか、何を課題として挙げればいいの

か非常に当惑している雰囲気が

見てとれたという。

　社内からは当惑だけではなく、

多少の反発もあった。

　「現場の一部から『省エネとい

うなら製造機械を止めないとい

けない。機械を動かして生産を

している以上、エネルギーは使

う』という意見が出ました。あと

は部門を問わず全社的に取り組んだので、大きな設備を

使わない部門、たとえば事務系の部門からは『洗い出す

課題や取り組むべきことなんてない』という意見も出ま

した」

　森氏は活動当初を振り返った。

　「大きな機械・設備を使わない部門に、単に『省エネに

取り組んでください』というメッセージを発しても、時

としてそれは我慢を強いるように聞こえてしまいます」

　と語るのは技術部 部長 中川 康弘氏。

　「彼らはエネルギー消費の大きい設備を使いませんか

ら、部門として省エネに取り組むにおいて何か改善でき

技術部 部長
中川康弘 氏

　「正しい定期報告書の書き方と適切なエネルギー原単

位分母の設定は理解できたのですが、その数値を変更す

る場合、過去5年間の報告書を再提出する必要がありま

す。そのために少なくとも6年分のデータの整理が必要

になりました。当社はそれを紙ベースで保存していたの

で、それをExcelにすべて入力するところからはじめま

した」

　包清氏は経理部の部屋に籠り、関連書類の入った段

ボール箱を引っ張り出して入力に取り掛かった。この

作業は、これまで必要なデータをしっかりとデータ

ベース化してこなかった同社の課題解消のひとつと

なった。

　「西山コンサルタントには、入力したデータの分析と

同時に、Excelの使い方まで細かく指導を受けました。

今でも印象に深く残っているの

が、西山コンサルタントがデー

タ作成において細かな数式設定

ひとつについても一切妥協を許

さなかったことです。正確で不

備のないマスターテーブルの構

築は定期報告書作成の際に役立

つだけではなく、のちに誰にで

もわかる指標で省エネ効果を『見

える化』することによる活動の活性化にも役立ちました」

　包清氏は当時の作業を振り返ってこう語る。

　「当社の省エネ活動が高い成果をあげ、そして今も継

続しているのも、こうして最初にしっかりとしたマス

ターテーブルを作ったおかげだと思っています」

02 歩み始めた活動 確固たる基盤の整備

技術部 係員
包清秀泰 氏
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04 見える化が実現した全社員参加の活動

　今回の活動に対して、社内の雰囲気をガラリと変え

た要因は、部門ごとの目標設定のあり方と、それに取

り組んだ結果の徹底した「見える化」だった。

　「取り組んだ省エネ活動の効果については、西山コン

サルタントの指導を受けて、すべて『金額で見える化』す

るようにしました。『ここを改善したら、金額にしてこれ

だけの削減ができた』という結果を見せられると、誰に

でもその効果がわかります。金額の大小だけではなく

『やればやるだけ効果があるんだ』という実感が、私たち

には大切だったのです」

　と、包清氏は金額による見える化の成果をこう語る。

月に１度、コンサルタント訪問時には必ず各部門の代

表者が集まる会合を持つことにしたことも取り組みの

活性化につながった。

　各部門が資料を作成し、その場で月の活動の進捗を

報告して確実に効果が現れていることを確認した。そ

のうえで、横展開に広げられる活動はないかディス

カッションした。

　「さらに４カ月と半年に一度は各部門が、それまでの

取り組みの総括を発表、報告しました。積極的で効果が

出ている部門の発表を受けて、他部門も奮起する。そう

いう好循環が生まれましたね」と、森氏は振りかえる。

　「一度（うちの部門は）何も改善できるところなんてな

いと思い込んでしまったら、そういう意識に引っ張られ

て改善案なんて出てきません。だからこそ、全部門の積

極的な取り組みを引き出す意識改革が必要だったのです。

そのためには他部門の取り組みを知って、互いに刺激を

受けることも重要でした」

　と、包清氏。

　「全員参加」の意識改革は功を奏した。大きなエネル

ギーを消費する設備を使わない部門からも自分たちに

できることを取り組もうという意識が高まっていった。

　「たとえば、省エネに取り組むにあたって給付を受け

られる補助金制度がいくつかあります。その内容や申請

方法を調査して、給付を受けられそうなものがあれば申

請手続きをする。あるいは作動効率を上げるためエアコ

ンの室外機の掃除を年に数回行うなど、これらも『省エ

ネ』活動のひとつです。こう考えると省エネは何も生産

現場だけの課題でないことが全社的に理解できるように

なりました」

プラスチック工場

そうな課題を出してくれと言っても、たとえば寒暖が厳

しい季節にエアコンの設定温度を変更しなければならな

い、などといった考えに陥りがちになるのです」

　中川氏は、それが積極的な取り組みへの参加を阻害

するマインドになってしまうことを懸念したという。

　西山コンサルタントからも「省エネは、決して我慢

をしてはいけない」という指導を受けていた。

　こういった意味からも、省エネ活動を真に推進し成

功に導くためには、会社全体での正しい省エネ活動へ

の理解と意識改革が必要だった。

　そこで各部門に事務局担当者を置き、その事務局担

当を通して各部門に省エネ活動の意味を伝え、現実的

な部門ごとの課題の洗い出し、目標設定の調整を行う

ことにした。エネルギー削減規模の大小ではなく取り

組んでみることこそ大事であると伝え、部門ごとにで

きうる限りでの目標を設定した。

　行う仕事が違うのだから、省エネへのアプローチも

違って当たり前だ。決して無理な目標は立てず、各現

場で自分たちにできることを課題にするように進めて

いった。
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エンジン周辺部品 電気関係部品

05 取り組みを加速させる経営者からの支援

　活動の根付きと活性化について、もうひとつ大きい

要因がある。経営者の積極的な理解と数々のバック

アップだ。

　まず活動開始時点で、神田 惠吉 代表取締役社長か

ら、当活動の成果は全従業員に褒賞という形で還元す

るということが公表された。

　小さな課題でも、しっかり取り組んで効果を出せば

自分たちに還ってくるという大きな動機付けを経営者

である社長自らが行った。

　「当社には外国人の実習生やパートさんなども多数お

りますが、正社員だけでなく、そういった人たちまで全

員を対象としてもらいました。こういった実感を伴った

評価は全員参加の取り組みを掲げるうえで非常に大きな

力になりました」

　と、森氏は言う。

　経営者からのバックアップは褒賞だけでなく積極的

な設備投資にも及んだ。

　活動に必要ならばと各種計測器購入なども積極的

に行われた。高圧洗浄機の購入申請も出たが、これ

もそれで効果が期待できるのであればと投資対象に

なった。

　「計測器があることで正確な数値の把握ができる設備

も多く、それによって効果の可視化と目標の標準化が

さらに進みました」

　「また、『この計測器があるのなら他のところの数値も

測定してみて改善課題に加えたらどうか、ツールがあ

るのであれば、それを使って新しい課題に取り組めば

効果があるのではないか』といった活動の横展開も生み

ました」

　包清氏は積極的な設備投資が生んだ好循環をこう感

じていた。

第二工場

　と、森氏は語る。

　取り組みの本質が理解されはじめて根付きをみせて

からは、中心メンバーから各部門に特定の取り組みを

促すことはなかった。あくまで部門ごとに自分たちで

取り組める範囲での改善テーマを抽出し、それに各部

門が主体的に取り組んでいくというスタンスが醸成さ

れていった。

　「効果を見るために何かしらの数値計測が必要な課題

が出た場合は、計測器の設置・設定を手伝うことはあ

りましたが、取り組み自体はすべて部門からの課題出

しをベースに行っていきました。とにかく自分たちで

課題抽出して改善活動をしてみて、特に効果が得られ

なかったのであれば、それを踏まえて軌道修正をすれ

ばいいのです。まずは積極的に動くことが大切だとい

うことがみんなに理解されはじめました」

　と包清氏は活動の姿勢を振り返る。

1313



06 合言葉は「Go To S」で心をひとつに

　当活動の活動名も神田社長の命名による。

　コンサルタント支援による省エネ活動を始めたころ、

コロナ禍の中で「Go To Eat」「Go To Travel」という

言葉が世間を賑わしていたが、それに着想を得て「Go 

To S」と名付けられた。省エネ法による事業者クラス

分けでSクラス獲得を目指そうという意味が込められ

ている。

　コンサルタントの支援が入り、活動を本格化するま

では事業者クラス分けなどを気にする風土ではなかっ

たという。たとえ下位クラスでも、取り組んでさえい

ればいいという考えがあった。

　しかし西山コンサルタントから「このクラス区分は

会社として公に評価されるものですよ」という指摘を

受け、企業価値、なにより会社の将来を思い描く意味

においても下位クラスに甘んじていてはいけないとい

う危機感が生まれた。

　会社としての危機感と、徹底した活動成果の見える

化による全員共有、そしてスタッフの活動意欲を支え

る経営者を含む会社全体としての考え方。

　今回の活動の成果を生み出したポイントはこのあた

りにありそうだ。

ダイカストマシン

活動風景
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活動の目的と推進体制

事務局担当者 事務局担当者 事務局担当者 事務局担当者事務局担当者

事務局担当者

管理統括者
PL：プライマリー(基本の）リーダー
SL：セカンダリー(第二の）リーダー

省エネアドバイザー
企画推進者

MS事務局／エネルギー管理士

鋳造部
 (品質保証部含)

PL/SL

業務部
PL/SL

任上課
PL/SL

業務部
PL/SL

鋳造/仕上
PL/SL

成型/業務
PL/SL

事務所
PL/SL

法　　律

SDGS

企業ブランディング

カーボンニュートラル

新製品獲得のための原価低減

省エネ法 脱炭素

省エネサステナ
ビリティ

イメージ
アップ

Cost
Down

優位性
構築 客先からの要請

事務局担当者

第二工場 プラスチック工場本社工場
ABDE棟

本社工場
CF棟

本社ビル/倉庫/
H棟/バフ場等

活　動　指　針

活動の成果の
還元

チーム毎の
温度差

目標設定の
あり方

定期的な会合
の必要性

活動チーム毎にエネル
ギーの利用状況が異なる
ため、一律の目標を定め
ることが難しい。 

また、高すぎる目標はメ
ンバーの『やる気』を削ぐ
可能性もある。

省エネ効果については、
全て『金額』に表示するこ
とで誰でも分かる効果と
して「見える化」する。

その上で各チームに最適
な目標を設定する必要が
ある。

１回／月の全体会議必ず
行う。

　全社の省エネ活動成果
の状況報告以外にも、
チーム毎の詳細な活動報
告を行う。

この場で必要な情報の横
展開を行う。

経営者より本活動の成果
に応じた褒賞を『全従業
員』に還元する事が活動
開始時点 で公表された。

活動メンバーの『やる気』
の底上げを経営者が図っ
てくれた。

07 省エネから、自分たちの「働きかた」を変えてゆく取り組みへ

　活動の総括としては、活動当初、コンサルタントか

ら目標設定されたのは金額で700万円分の削減を実現

するための課題抽出が求められた。

　それに対し、1,200万円の削減を目標とできる課題

が各部門から洗い出され、実績として1,500万円以上

の削減を達成。事業者クラス分けもSクラスへと昇格

した。

　「今回の取り組みに関しては、単に省エネへの意識改

革以上のものを社内に生み出したと思っています」

　と語る森氏は、今回の活動が生み出した社内の変化

も実感していた。

　「当社はこれまで朝礼などをする企業風土はなく、

各々定時になれば仕事に取り掛かりましょう、という

状態だったのですが、今では毎月、各部門で朝礼をや

り始めて、そこでも省エネ活動のことをはじめ、さま

ざまな話をするようになりました。このような変化が

みられるようになってから、会社の雰囲気がまた変

わったと感じます」

　と、森氏は続けた。

　今後、モノづくりに関わる企業としてのブランディ

ングを考えると、カーボンニュートラルやSDGs、ダ

イバーシティーなどにも着目していく必要がある。

　「こういった大きな視野の中で当社の省エネ活動を見

たとき、まだまだ改善の余地は残っていると思ってい

ます。もっと高いレベルで全社の意識を根付かせてい

こうと考えています」

　そう森氏は今回の活動を総括する。

　「今後はこの省エネ活動を生産性向上など別テーマに

組み込み、拡大していってもいいかと考えています。今

では生産性向上も、働き方改革も、そして省エネも、す

べては繋がっていると理解しています。省エネ活動を進

めていくというよりは『働き方を変えていく取り組みを

している』という意識で取り組みたいですね」

　こう今後のビジョンを包清氏は語る。

　ちょうどこの記事のための取材前日、工場の屋根に

設置した太陽光パネルによる発電が稼働しはじめた。

　「ダイカストというエネルギー消費量が非常に大きい

業種にあって、太陽光発電で賄える電力は微々たるも

のです。でも、こうして目に見える形で、少しでも効

果が期待できるものに取り組んでいく姿勢を大切にし

たいと考えています。あくまでも今後の計画ですが、

太陽光パネルの数も他の工場に増設してもいいのでは

ないかという案も出ています」

　森氏は今後の活動姿勢もふまえて、そう語った。

　取り組み方によっては非常に成果の可視化、共有が

しにくい省エネ活動というテーマを、コンサルタント

の導入によって徹底した見える化と成果の共有、そこ

から導き出される全員参加の企業風土、そして経営

トップの積極的理解のもとで推し進め、ひとつの成功

をおさめた当事例。次の段階では、その成功を持続し

ていけるかのチャレンジが待っている。

　大阪中央ダイカスト株式会社の省エネ活動は「新し

い働き方の追求」へと拡張し、今後も社員全員参加の

もとで続いていく。
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企業概要

担当コンサルタント
株式会社テクノ経営総合研究所 東日本第2カンパニー
省エネルギー統括コンサルタント 　　　　 西山 哲司

大手鉄鋼メーカーにて、長年に渡り省エネ実務に携わりライン長、工場長、子会社社長を
歴任。卓越した省エネ理論、多彩な着眼点と指導力で飛躍的なエネルギー費用削減を行っ
てきた。投資を伴わない省エネで費用対効果面で優れた成果を多くの企業で実現している。

インタビューにご協力いただいた方

大阪中央ダイカスト株式会社

　常務取締役　技術部　部長　　森　　広史 氏

　技術部　部長　　　　　　　　中川　康弘 氏

　技術部　係員　　　　　　　　包清　秀泰 氏

インタビューにご協力いただいた方

社 名

代 表 者

創 業

所 在 地

従業員数

事業内容

大阪中央ダイカスト株式会社

代表取締役社長 神田 惠吉

1954年（昭和29年）4月

大阪府大東市南郷町8番8号

243名

自動車、産業機器、照明器具、建築金物等のダイカスト部品およびプラスチック部品の製造
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工場診断当日は1日で実施
「見るべきポイント」に精通したコンサルタントが、必要な情報を1日で把握します

第3者視点で現場の事実を客観的に確認
現場観察とインタビューにより過去・現在・未来の視点から課題を抽出します

経営層と現場それぞれを対象としたヒアリングを実施
経営者の想い、現場管理者の悩みの間に潜むギャップから、「あるべき姿」を考察します

フリーディスカッションによる率直な意見交換
終了時に経営層、管理職の方と意見交換を行い、提案に向けた意思疎通を図ります

客観的な姿がわかる
具体的な

課題解決策がわかる 変化のきっかけを作れる

工場診断結果報告書 コンサルティング企画
提案書

プロの目による第三者視点
で自社の現状を確認できる

将来を見据えた経営課題の
解決策が見えてくる

社内変革に向けた機運を
醸成することができる

工場診断／報告会

生産部門をはじめ、設計・開発、購買・調達など全ての部門の診断が行えます

他社事例では知りえない貴社独自の課題と解決策を知ることができます 

1
POINT

2
POINT

3
POINT

4
POINT

3 期待される効果

2 「テクノ経営の1日工場診断プログラム」4つの特色

現場主義に基づき貴社工場内を調査分析し、その特性やレベルを評価して、
「あるべき姿」を明確にします

1 「テクノ経営の1日工場診断」とは

「テクノ経営の１日工場診断プログラム」「テクノ経営の１日工場診断プログラム」



1

2

3

1日 1～2週間程度 2時間程度

機密保持契約の締結機密保持契約の締結

当日の操業への支障無し当日の操業への支障無し

財務資料の準備不要財務資料の準備不要 診断に際してのご負担をおかけしません

ありのまま平常時の状況を視察します

貴社の貴重な情報を大切に扱います

［AM］ ・トップインタビュー
　　   ・現場視察
［PM］ ・現場視察
　　   ・現場管理者インタビュー
　　   ・インタビュー対象者との
　　　  意見交換

・定量・定性での現状分析

・現時点のパフォーマンス評価

・工場（企業）改革への課題抽出

・1日工場診断結果の報告

・「あるべき姿」の実現に向けた
  工場（企業）改革の具体策を
  提案

三現主義に基づき、貴社の課題を定量・定性の両側面で把握します

１日工場診断プログラムはご負担が無い、未来に向けた有効な手段です

1日工場診断STEP1 分析・評価STEP2 結果報告・提案STEP3

4 「テクノ経営の1日工場診断プログラム」実施のステップ

5 「テクノ経営の1日工場診断プログラム」3つの安心

※工場（企業）様毎に、具体的なスケジュールを事前に打合せさせて頂きます

大阪オフィス

株式会社テクノ経営総合研究所 / 株式会社テクノ経営ウェブソリューションズ / Techno Management Consulting（Thailand）Co., Ltd.

〒540－0037 大阪市中央区内平野町2－3－14ライオンズビル大手前　TEL：06－6910－6797  FAX：06－6910－5897

URL：https://www.tmng.co.jp   E-mail：info@tmng.co.jp

お気軽にご相談・お問合せください

「1日工場診断工場診断プログラムプログラム」の
お問合せ・お申込先お問合せ・お申込先
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